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宇都宮の歴史は古く、蝦夷平定に来た豊城入彦命が開祖とされ、これを祀った二荒山神社の門
前町として栄えた。江戸時代には城下町として繁栄し、参勤交代や日光東照宮の造営などによ
る往来でも賑わった。明治維新後は栃木県庁が置かれて1896（明治29）年に市制施行。戦後
の高度成長期に大規模な工業団地が造成され、1984（昭和59）年には、「宇都宮テクノポリ
ス」の地域指定を受けて生産基地から頭脳基地への脱皮が図られた。1996（平成８）年、市
制百周年を迎えて中核市となり、2007（平成19）年に１市２町の合併で50万都市となった。

栃
木
県
宇
都
宮
市
長

佐
藤
　
栄
一

2023年８月26日に全線開業した「芳賀・宇都宮LRT
（ライトライン）」。宇都宮市と芳賀町間の約14.6㎞を約

48分で結ぶ次世代型路面電車だ。慢性的な交通渋滞の解消
に向け1990年代から導入が検討されたが、具体化が進んだ
のは佐藤市長の就任後。公共交通事業の「公設型上下分離
方式」で実現に漕ぎつけた。特徴的なのは地域由来の再生可
能エネルギーで走行する世界でも類を見ない「ゼロカーボ
ントランスポート」の試みや、他の地域内交通機関と連動さ
せた新公共交通システムであること。ライトライン導入で
「雷都を未来へ」「世界のモデル都市へ」と意気込む佐藤市長
に、新時代の都市像を聞いた。

宇都宮市の概要

二荒山神社二荒山神社
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構想実現まで約30年の
ライトライン

―もともと宇都宮市にとってライトラインを必
要とした理由はどこにありましたか。
佐藤　約30年前に当時の栃木県知事がJR宇都宮
駅東側の交通渋滞を懸念し、車に代わる公共交通
を整備しようと「新交通システム」の導入を提唱
されたのです。ただ、諸事情からその具体化はな
かなか進まず、実際に動き出したのはここ20年ほ
どのことです。
　相変わらず交通渋滞は解消できておらず、郊外
の工業団地に通う方々の車の台数も多いままでし
た。そこで、新たな公共交通手段を導入しないと
問題は解決しないということで、このLRT構想が
動き出しました。
―もっとも、渋滞対策の対症療法ではなく、将
来のまちづくりも視野に導入されましたね。
佐藤　思い描いたのが「ネットワーク型コンパク
トシティ」です。これは交通渋滞よりも深刻な人
口減少と超高齢化のなかで、地域社会をどう維持
していくのかに着目した考え方です。新たな公共
交通機関の設置と持続可能な社会づくりという課
題の克服に向けて、今、手を打たないといけない
と思ったのです。　
　そこで、人口減少の統計をとって、少ない人口
でも維持し続けることができる都市づくりを構想
しました。ネットワーク型コンパクトシティでは、
「立地適正化計画」を策定し市内に複数のコンパ
クトなエリアをつくり、医療や商業など日常生活
に必要な都市機能を集約して充実させ、居住の誘
導を図っていきます。住民の方々には、行政サー
ビスが行き届きにくいところからどんどんコンパ
クトなエリアに入ってきていただく。補助金等を

使って行政がその流れを誘導していき、各エリア
にはデマンドタクシーなどの地域内交通を整備し
て、バス路線や鉄道に接続して乗り替えれば、高
齢の方でも自分で楽に移動ができるようになりま
す。スーパーでも、銀行でも、病院でも自分の意
思で自由に行動できる街をつくるのがネットワー
ク型コンパクトシティで、公共交通のネットワー
ク化が重要なコンセプトとなるのです。
　宇都宮市内の交通網は魚の骨の構造に例えるこ
とができます。ライトラインは東西に伸びる背骨
で、そこから南北に出る小骨がバス路線ですね。
これまで宇都宮の南北交通にはJR線があったので
すが、東西はまったくなくてバスが交通手段を
担っていたのです。ところが、東西の大通りには
バスが１日に約2,000本も通っていて効率が悪く、
赤字路線も増えていました。したがって、経営も
維持できない。その構造を解消するために定時性、
速達性に優れた公共交通手段を考えたのですが、
鉄道・地下鉄・モノレールの設置は宇都宮市の財
政上とても対応できません。そこで選んだのがラ
イトラインという、財政的にも一番身の丈に合っ
たものでした。今後はバス路線を組み直し、さら
に各地でライトラインとバス路線の隙間を埋めて各
地域で走る地域内交通を充実させていく予定です。
―東西にライトラインという動脈を新たに通し、
南北にはバス路線と地域内交通網を配すると。
佐藤　そうです。動脈・静脈をきちんと整備し、
さらに毛細血管としての地域内交通がそれらをき
ちんと補完していくという構図です。
　例えば、「清原地区市民センター前」停留場に
はJRバスが接続し、駐輪場や駐車場、タクシー乗
り場なども整備しています。そこは新しい交通シ
ステムの接続拠点になるトランジットセンターで

ネットワーク型コンパクトシティイメージ 清原地区市民センター前トランジットセンター
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すから、す
べての血管
の交差点に
なっている
わけです。
　宇都宮市
はこうした
姿を「交通
未来都市う

つのみや」と謳っていますが、これはまちづくり
の新しい軸にライトラインを据え、都市構造その
ものを変えていくことを含意させています。今の
ままでは少子化による人口減少時代に市民を支え
きれないので、構造自体を変え、支えやすい社会
に変えていくことがコンセプトなのです。
　私はもともと1997年から「宇都宮をそういうま
ちにしていこう」と言い続けてきました。ですか
ら、市長になってようやく諸条件が整って、具体
的な行政計画として市民に公表したのが2008年の
「第５次総合計画」だったということになります。
それまでは選挙の公約として「LRT導入」と言っ
ていましたから、そこまで10年以上かかったこと
になります。

「公設型上下分離方式」で図る
経営の安定化

―ところで、事業の経営形態は「公設型上下
分離方式」を採用しました。
佐藤　地方の公共交通における「公設型上下分離
方式」制度は国が導入したものですが、そのゼロ
からの立ち上げでの第１号が「ライトライン」に
なりました。これまでも国は地方空港や地域の鉄
道等を後押しして公共交通を確保しようとしてき
ましたが、経営的にはその多くが失敗してしまい

ました。建設費に多額の費用が必要になり、運営
会社が莫大な借入れをして運賃収入等から返済し
ていく計画でしたが、とても返しきれなかったの
ですね。どこの経営体も赤字になって、行政もさ
まざまな補助金を出したものの支えきれませんで
した。地域にとって必要な公共交通を育てていか
なくてはならないのに、次々にダメになっていく。
そこで国が編み出したのが「公設型上下分離方
式」だったのです。
　この方式では、国や自治体がインフラ部分にあ
たる用地取得・路線の建設費や車両の購入費等を
賄い、運行会社は運営を行います。運行会社は無
借金なので、運賃収入に対してどう支出を抑える
かに注力できますから、地域の公共交通を守りや
すくなるわけです。
―総経費は684億円程度だそうですが、今後
の市の財政負担をどう見込んでいますか。
佐藤　半分が国で、残り半分を路線の距離に応じ
て、宇都宮市と芳賀町で按分しています。そこに
県の補助金が入りますから、市の負担額は約311
億円です。これを20年で返済していく予定ですが、
10年目あたりが返済額のピークで13億円ほどです。
宇都宮市の一般会計予算額がおよそ2,000億円く
らいなので、0.7%程度です。
　年間13億円以上の費用を要する事業はたくさん
あって、例えば高校３年生までの医療費無料化で
は約22億円かかっています。ですから、ライトラ
イン導入過程で「財政が破綻する」「税金が上が
る」といったご批判もありましたが、ご心配には
あたりませんということなのです。
―確かな見通しをもって返済計画を立てている
と。
佐藤　近隣７市７町の調査でどれくらいの需要が
見込めるかをシミュレーションして需要予測を立
て、しっかりとした収支計算をしています。この
計画では次第に黒字にしていける予定です。
　ただ一方で、私たちは黒字・赤字というモノサ
シだけではいけないとも考えています。公共交通
はなくてはならない一つの社会装置です。福祉や
教育、社会にとって必要な存在ですし、地域由来
の再生可能エネルギーで走行しますから、環境面
でも貢献大です。ですから、仮に赤字になったと
してもすぐやめるといった考えは持っていません。
どんな状況になってもそこは大切にしていきたい

清原地区市民センター前トランジットセンター

公設型上下分離方式
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ので、歯を食いしばってでもきちんとやっていこ
うと考えています。

ライトラインは
ゼロカーボントランスポート

ライトライン

―お話のとおり、ライトラインには環境面でも
注目が集まっていて、ごみ焼却施設から出るエネ
ルギーを電源に活用し、世界でも類を見ない「ゼ
ロカーボントランスポート」を実現していますね。
佐藤　実は最初は通常電力で賄う予定でした。宇
都宮市は上下水道やごみの焼却施設で再生可能
エネルギーをつくって電力として販売しています。
それなら、それをライトラインにも使うべきだろ
うという議論になり、そこからいろんな施策を組
み立てていきました。
　そのなかの一つが、「宇都宮ライトパワー株式
会社」という電力会社で、我々にはノウハウがな
いので民間に入ってもらって、行政と民間が一緒
になってつくった会社です。ライトパワーは、市
の公共施設であり、固定価格買取制度期間が終了
したごみ焼却施設「クリーンパーク茂原」のバイ
オマス発電や市民の皆さんの家庭用の太陽光発電
を買い取って、ライトラインや公共施設に供給し
ています。
　市では他にも、下水道事業で汚泥からメタンガ
スが発生しますので、そこに水素を化合させると
電気になる消化ガス発電があり、現在、これを他
の電力会社に売電していますが、ゆくゆくはライト
パワーで買い取らせていただき、それを市民の皆
さんが利用する公共施設に使っていきたいのです。
　こうした取り組みを通じて、市民の皆さんにも
還元し、最終的に宇都宮市で使う電力はすべて再
生可能エネルギーで賄えればいいと考えています。
―宇都宮市はSDGs未来都市に選定されてい

ますが、ライトラインのネーミングも自然エネル
ギー由来の「ライト=雷都」ですね。
佐藤　そうですね。宇都宮は昔から雷が多く、「雷
の都」とされてきました。だからこの地の年配者
は「雷

らい

さま」と呼びます。稲妻はまさに自然エネ
ルギーが源で、雨を伴い、地域に恵みをもたらし
てくれる大切なものなので、ライトラインの車体
も黄色と無彩色、黄色は稲穂の実りにも通じる色
だということです。

早くも生まれつつある好循環

―ライトラインは昨年８月26日にスタートし
ましたが、出足は好調ですね。
佐藤　マスコミの取材が開業１週間で633件あり、
広告効果は約20億円と試算されました。肝心の乗
客も予想を大きく上回る1.4倍、１か月で約42万
人に上りました。そこで、運行会社である宇都宮
ライトレール株式会社では、急ぎダイヤの改定を
行いました。そのほか、市では移動時間短縮効果
が約107万時間、交通事故（人身事故）の減少は
年間約50件、環境面ではCO2削減効果が年7000t-
CO2と試算しています。また、ライトラインが再
生可能エネルギーを使うことで、1,600世帯分の
電力を削減していることになります。さらに、駅
東側ライトライン整備事業規模と民間開発事業に
よる市全体の経済波及効果は１次効果、２次効果
まで入れると約
900億円です。
沿線住宅地・商
業地の地価も住
宅が約８%、商

出発式
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業地が約４%上がり、それに伴って駅東側人口は
８%増えています。
　街並みも大きく変わりました。住民が増えてい
ますから小学校の児童も増え、増設校舎で対応し
たり、ライトライン沿線の「ゆいの杜」近くには
新たな小学校もつくりました。市としても更なる
市税の増収を見込んでいるところです。
　ライトライン沿線の工業団地のなかでは既に、
複数の企業において100億円を超える大規模な設
備投資計画が進められています。また、ライトラ
インの開業と合わせて従業員の通勤用バスを廃止
する企業もあります。従業員が公共交通で来られ
るようになれば大きな駐車場は必要なくなります
から、そこに更なる設備投資が行われることを大
いに期待しております。
―すでに好循環が生まれていますが、開業まで
にもっとも苦労されたことはなんですか。
佐藤　ライトラインは国土交通省、環境省、総務
省の後押しもあって、通常の施策よりもスムーズ
に実現できたと思います。しかし、根強い反対運
動もありました。
　これまで地方の空港や鉄道等の公共事業では失
敗が繰り返されてきたので、これも同じように見
られたと思います。でも、それでもやらなければ
と思ったのは、繰り返しますが、やはり将来のま
ちづくりが念頭にあったからです。税収も落ちて
くるでしょうし、今のうちに次世代に合ったまち
の姿に変えていく。その一つの装置として必要な
のが公共交通であり、ライトラインだと確信して
いました。
　これをやりきらないと、ネットワーク型コンパ
クトシティは実現できません。ですから、市民の
皆さんにご理解いただけるようにと、職員一丸と
なって努力したという点ではたいへん苦労しまし
た。説明会は私が出席した分だけでも1,000回を
超えています。それでも開業してみれば、市民も
たいへん喜んでくれていますから、嬉しさもひと
しおです。
―ライトラインはJR宇都宮駅西口方面への延
伸が計画されています。
佐藤　すでに地域の自治会や団体等から「早く西
側への延伸を」という要望をいただいていますか
ら、議会にご理解を得たうえで着実に前に進めて
いこうと思います。

　ただ、ライトラインは通すだけでは意味があり
ません。東側同様に、西側でもネットワーク型コ
ンパクトシティのまちづくりをどう進めていくの
か、地元の皆さんや企業とどう一緒に進めていく
のか。これから、いろいろな協議をさせていただ
きたいと思います。
　また、まずは「軌道運送高度化実施計画」を策
定して国土交通省の特許を取得しないと工事に入
れませんから、その申請手続を行う必要がありま
す。許可が得られれば着工できますので、なんと
か2030年代前半くらいには開通させたいと思って
います。
　最終的には大谷地域まで延ばす計画です。大
谷は市内きっての観光地域ですから、その資源を
生かすには公共交通が必要です。現在はバスがあ
りますが、安定して大量輸送ができて定時性に優
れるLRTをそこまでもっていきたいのです。今回
発表した計画では、まずその手前のJR宇都宮駅東
口から駅西側５km地点までを延伸させたいと思っ
ています。

経済の好循環で
「住めば愉快だ　宇都宮」も実現

―ところで宇都宮市は、「子育てしやすいまち」
「住みやすさ」「財政健全度」等のランキングで全
国自治体の上位にいます。市民満足度とまちづく
りの関係をどう捉えていますか。
佐藤　財政改革は市長に就任したときから始めま
した。まずは市債残高を減らしていこうというこ
とでした。目標水準は掲げていましたが、財政を
引き締めていくだけでは意味をなしません。行政
は直接商売をできませんから、市全体の「売上」
と「利益」を上げるためには民間の事業者が利益
を上げ、雇用を安定させてもらう必要があります。
それによって税収も上がりますから、市はそのな
かで積極的な投資をしてリターンを稼いでいくこ
とを心がけるわけです。
　つまり、行政も情報やモノが循環して経済が
回っていくという、経済の循環社会に向けて動か
なければいけません。そのために財政を整え、今
回ライトラインを導入できたことで、リターンと
しての利益が上がっていく流れをつくることがで
きました。
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　その結果、いまでは財政力指数（0.972・2022
年）や公債費負担比率（9.7%・2022年）も、全
国のなかでは総じて良い状況ですし、民間が行う
財政健全度調査でも全国第２位という評価をいた
だいています。
―財政の好転によって市民サービスも充実し、
市のキャッチフレーズ「住めば愉快だ　宇都宮」
に向けた人口増への誘因条件も整いました。
佐藤　やはり稼がないとそうした施策にお金を使
えません。ただ、私は県内や人口減少地域から人
を引っ張るつもりはありません。東京圏には人や
企業が集まりすぎていますから、そこから少し来
ていただこうという趣旨で、東京圏に通う学生や
サラリーマンの方に新幹線の定期代として月１万
円を補助したり、東京23区から移住していただい
た方には１世帯100万円、お子さんがいれば１人
につき100万円、また家を建てるときには別途１
軒85万円といった補助制度を充実させています。
　そのためにも、ネットワーク型コンパクトシ
ティという土台をしっかり築き、そこに「地域共
生型社会」や「経済循環社会」、「脱炭素社会」
などを施策の柱に据え、人やデジタルの力でこれ
らをどんどん育てていきたいのです。それが「スー
パースマートシティ」ですし、目指すべき「世界
のモデル都市」の姿だと考えています。

持続可能な地域社会づくりに
不可欠な住民意思

―最後に読者へのメッセージをお願いします。
佐藤　地方都市がこれからどう生き残っていくか
と言えば、人口減少時代においても維持できる社
会に変えていくことが必要です。宇都宮のような
社会実験は、他の地方都市でも必ずできます。国
の補助が充実し、支援制度もあります。地方は公
共交通を含め、持続できる構造に変えていかない
とやっていけないということは国もわかっています。
　ただし、宇都宮スタイルが他市でもパッケージ
でやれるかと言えば難しさもあるでしょう。それ
ぞれの実情に合ったオーダーが必要だと思います。
宇都宮の場合はライトラインの存在が目立つもの
の、ライトラインによってバスの再編と地域内交
通の整備に目途が立ったことが今回の成功のミソ
だったと思います。
　特に地域内交通は各地域でつくっていますから、
私たちはまず地元に入り、地域内交通が必要かど
うかから意見を聞きました。そして、地元の皆さ
んが必要だと意見がまとまったら、「じゃあ進め
ましょう」と。最初から行政が「こういう地域内
交通をつくります」「まちづくりはこうします」
とやってしまうと、おそらくうまくいかないと思
います。
　自分たちで決めてつくれば責任感も出るし、な
んとか維持しようという気にもなると思います。
地域の公共交通は、絵に描いたような黒字にはな
らないでしょうが、持続させるためには地元に本
気になってもらう。そこを行政が支援する。やみ
くもに行政がつくって、毎年赤字でどうしようも
ないとなるよりはいいと思うのです。
―黒字化が目的ではなく、サステナブルな地域
社会をつくることが目的だと。
佐藤　持続できればいいのです。だから、各家庭
が大切な子どもを守っていくなかでは、子育て支
援も教育も大事ですが、安全・安心も必要です。
登下校や習い事の際などに事故に遭わないように
するためにも、この地域内交通で送り迎えできる
ようになればいいと思いますし、そういう形に交
通体系を育てていきたいと考えているわけです。
―ありがとうございました。

スーパースマートシティ概念図
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